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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第130期

第３四半期連結
累計期間

第131期
第３四半期連結
累計期間

第130期

会計期間

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　12月31日

自平成29年
　４月１日
至平成29年
　12月31日

自平成28年
　４月１日
至平成29年
　３月31日

売上高 （千円） 3,881,635 4,638,141 6,336,559

経常利益 （千円） 318,040 483,358 715,957

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（千円） 222,963 324,588 503,829

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 243,967 340,986 525,683

純資産額 （千円） 3,586,300 4,141,419 3,867,814

総資産額 （千円） 7,420,423 8,236,586 7,428,214

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 166.09 241.86 375.35

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 48.3 50.3 52.1

 

回次
第130期

第３四半期連結
会計期間

第131期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成28年
　10月１日
至平成28年
　12月31日

自平成29年
　10月１日
至平成29年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 2.23 67.06

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

４．当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。

前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額

を算定しております。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項については、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。

 

（1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境の改善により、引き続き緩やか

な回復が続いております。また、海外においてもアメリカ経済が堅調に推移し、中国・アジア新興国の景況感に

持ち直しが見られるなど総じて回復基調で推移いたしましたが、中東や北朝鮮情勢を巡る警戒感の高まりなど、

海外動向の不透明感は依然として強い状況であります。

当社を取り巻く事業環境は、企業収益の改善や各種設備投資政策の影響もあり、企業の設備投資意欲が上向き

つつありましたが、各種設備投資政策効果が一巡したことや、住宅着工戸数が減少したことにより、設備投資に

対する慎重姿勢が強まっております。

このような状況の中、当第３四半期連結累計期間の当社グループの状況は、住宅着工戸数が減少したことに

より木工機械事業及び住宅建材事業において厳しい状況で推移いたしましたが、合板機械事業において開発機

械の市場投入を急ぐとともに積極的な営業活動に注力してきたことから、受注が好調に推移いたしました。ま

た、輸出機械において同機種を継続的に受注できていることによる、製作効率の向上及びスケールメリットを

活かした原価管理に注力いたしました。これらの結果、売上高は4,638百万円（前年同四半期比19.5％増）とな

りました。利益につきましては、営業利益は472百万円（前年同四半期比53.5％増）、経常利益は483百万円

（前年同四半期比52.0％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は324百万円（前年同四半期比45.6％増）と

なりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

①合板機械事業

合板機械事業は、開発機械の市場投入を急ぐとともに積極的な営業活動に注力してきたことから、受注が好

調に推移したこと、輸出機械において同機種を継続的に受注できていることによる、製作効率の向上及びス

ケールメリットを活かした原価管理に注力したことなどにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は2,834

百万円（前年同四半期比34.8％増）、営業利益は406百万円（前年同四半期比81.4％増）となりました。

②木工機械事業

木工機械事業は、住宅着工戸数が減少したことにより売上が伸び悩んだこと、開発要素の強い機械が多く

あったことなどから原価率が上昇いたしました。これらの結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は1,051

百万円（前年同四半期比1.2％増）、営業利益は167百万円（前年同四半期比4.8％減）となりました。

③住宅建材事業

住宅建材事業は、住宅着工戸数が減少したことにより、受注価格競争が一段と厳しさを増しております。

販路を拡大するなど、積極的な営業活動に注力すると共に製造工程の効率化に取り組み、売上に関しては前

年同水準となりましたが、原材料価格が高止まりしている影響から減益となりました。これらの結果、当第３

四半期連結累計期間の売上高は751百万円（前年同四半期比1.5％増）、営業利益につきましては、19百万円

（前年同四半期比14.6％減）となりました。

 

（2）経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変

更はありません。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
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（4）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、167百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。

 

（5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

国内・海外ともに、緩やかな回復基調が続くことが予想されますが、中国をはじめとする新興国経済の下振

れリスクや、米国トランプ政権の政策運営の懸念や北朝鮮情勢など地政学的リスクも増大しており、依然とし

て先行き不透明な状況が続くものと予想されます。

当社グループを取り巻く事業環境は、住宅市場縮小懸念が強く、設備投資判断には慎重な姿勢が続くことが

予想されます。

このような状況の中、積極的な営業活動による販売の促進に努めるとともに、合板業界において重要度を増

してきている合理化や省人化機械の開発に注力するなど、顧客ニーズに対応した機械の開発・改良にスピード

感を持って取り組み、グループ一丸となって経営の安定化に取り組んで参る所存であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 2,500,000

計 2,500,000

（注）平成29年６月23日開催の第130回定時株主総会において、株式併合に関する議案が承認可決されております。

これにより、株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）をもって、発行可能株式総数は22,500,000株減少し、

2,500,000株となっております。

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成30年２月13日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 1,500,000 1,500,000
名古屋証券取引所市場第二部

東京証券取引所市場第二部

単元株式数

100株

計 1,500,000 1,500,000 － －

（注）１．平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。これにより発行済株式

総数は13,500,000株減少し、1,500,000株となっております。

２．平成29年６月23日開催の第130回定時株主総会において、株式併合に関する議案が承認可決されておりま

す。これにより、株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）をもって、単元株式数が1,000株から100株に

変更となっております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成29年10月１日 △13,500,000 1,500,000 － 750,000 － 77,201

（注）平成29年６月23日開催の第130回定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割

合で株式併合を行い、発行済株式総数は13,500,000株減少し、1,500,000株となっております。

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,580,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,364,000 13,364 －

単元未満株式 普通株式    56,000 － －

発行済株式総数 15,000,000 － －

総株主の議決権 － 13,364 －

（注）１.「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が11,000株含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数11個が含まれております。

２．平成29年６月23日開催の第130回定時株主総会決議に基づき、平成29年10月１日を効力発生日として、当

社普通株式を10株につき１株の割合で併合するとともに、単元株式数を1,000株から100株に変更しており

ます。これにより発行済株式総数は13,500,000株減少し、1,500,000株となっておりますが、上記の株式

数は株式併合前の株式数にて記載しております。

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社太平製作所
愛知県小牧市大字入鹿

出新田字宮前955番8
1,580,000 － 1,580,000 10.5

計 － 1,580,000 － 1,580,000 10.5

（注）１．平成29年６月23日開催の第130回定時株主総会決議に基づき、平成29年10月１日を効力発生日として、当

社普通株式を10株につき１株の割合で併合するとともに、単元株式数を1,000株から100株に変更しており

ますが、上記の所有株式数は株式併合前の株式数にて記載しております。

２．平成29年12月31日現在の当社保有の自己株式数は158,059株（株式併合後の株式数）であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,325,634 3,171,786

受取手形及び売掛金 1,727,943 ※ 1,237,434

製品 58,613 24,711

仕掛品 1,010,765 1,336,507

原材料及び貯蔵品 205,984 258,319

その他 85,931 236,876

貸倒引当金 △7,762 △7,229

流動資産合計 5,407,111 6,258,405

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 627,549 599,936

土地 689,746 689,746

その他（純額） 224,028 208,501

有形固定資産合計 1,541,323 1,498,184

無形固定資産 43,420 31,197

投資その他の資産   

その他 443,792 453,010

貸倒引当金 △7,433 △4,212

投資その他の資産合計 436,358 448,798

固定資産合計 2,021,102 1,978,181

資産合計 7,428,214 8,236,586

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,298,025 1,509,621

短期借入金 650,000 650,000

未払法人税等 180,175 19,845

前受金 704,241 1,260,899

賞与引当金 98,590 50,291

役員賞与引当金 33,900 25,650

その他 178,765 187,508

流動負債合計 3,143,698 3,703,816

固定負債   

繰延税金負債 51,846 52,718

役員退職慰労引当金 14,955 16,373

退職給付に係る負債 210,879 223,030

その他 139,021 99,228

固定負債合計 416,701 391,351

負債合計 3,560,400 4,095,167
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 750,000 750,000

資本剰余金 77,201 77,201

利益剰余金 3,212,276 3,469,762

自己株式 △206,578 △206,857

株主資本合計 3,832,899 4,090,106

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 34,914 51,312

その他の包括利益累計額合計 34,914 51,312

純資産合計 3,867,814 4,141,419

負債純資産合計 7,428,214 8,236,586
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 3,881,635 4,638,141

売上原価 2,937,247 3,457,158

売上総利益 944,388 1,180,982

販売費及び一般管理費 636,693 708,666

営業利益 307,695 472,316

営業外収益   

受取利息 372 84

受取配当金 3,423 3,536

鉄屑売却収入 1,098 1,850

保険解約返戻金 5,816 5,585

その他 4,012 3,729

営業外収益合計 14,722 14,787

営業外費用   

支払利息 4,308 3,693

その他 68 51

営業外費用合計 4,376 3,744

経常利益 318,040 483,358

特別利益   

固定資産売却益 443 247

特別利益合計 443 247

特別損失   

投資有価証券評価損 10,825 －

特別損失合計 10,825 －

税金等調整前四半期純利益 307,659 483,606

法人税、住民税及び事業税 94,993 134,241

法人税等調整額 △10,298 24,776

法人税等合計 84,695 159,017

四半期純利益 222,963 324,588

親会社株主に帰属する四半期純利益 222,963 324,588
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

四半期純利益 222,963 324,588

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 21,003 16,397

その他の包括利益合計 21,003 16,397

四半期包括利益 243,967 340,986

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 243,967 340,986
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半

期連結会計期間末日残高に含まれております。
 

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形 －　千円 38,369千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

減価償却費 96,013千円 93,967千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総

額（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日

定時株主総会
普通株式 53,694 ４ 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総

額（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月23日

定時株主総会
普通株式 67,102 ５ 平成29年３月31日 平成29年６月26日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント

 合板機械事業 木工機械事業 住宅建材事業 計

売上高     

外部顧客への売上高 2,102,264 1,039,022 740,348 3,881,635

セグメント間の内部売上高又は振替高 10 － － 10

計 2,102,275 1,039,022 740,348 3,881,646

セグメント利益 224,119 176,212 22,781 423,113

 
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利　　益 金　　額

報告セグメント計

未実現利益の消去

全社費用（注）

423,113

314

△115,733

四半期連結損益計算書の営業利益 307,695

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費用であります。
 
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント

 合板機械事業 木工機械事業 住宅建材事業 計

売上高     

外部顧客への売上高 2,834,882 1,051,882 751,375 4,638,141

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － －

計 2,834,882 1,051,882 751,375 4,638,141

セグメント利益 406,602 167,811 19,444 593,858

 
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利　　益 金　　額

報告セグメント計

未実現利益の消去

全社費用（注）

593,858

264

△121,806

四半期連結損益計算書の営業利益 472,316

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費用であります。
 
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 166円09銭 241円86銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
222,963 324,588

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
222,963 324,588

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,342 1,342

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

２．当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連

結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定してお

ります。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成30年２月13日

 

株式会社太平製作所
 
　取締役会　御中  

 

 
 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　髙橋　正伸　　印  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　増見　彰則　　印  

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社太平製

作所の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社太平製作所及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。
 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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